
第1節 総合戦略の推進

1 	国家戦略の推進
政府は、平成13年1月に、「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」（平成12年法律第144号）を施行する

とともに、「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部」（IT総合戦略本部）を設置し、高度情報通信ネットワー
ク社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進してきた。

平成25年1月、IT政策の立て直しに関する安倍総理大臣からの指示を受け、6月、IT総合戦略本部決定を経て、
新たなIT戦略（世界最先端IT国家創造宣言）を閣議決定した。平成28年12月に国が官民データ利活用のための
環境を総合的かつ効率的に整備するため「官民データ活用推進基本法」が公布・施行された。平成29年5月に、
全ての国民がIT利活用やデータ利活用を意識せず、その便益を享受し、真に豊かさを実感できる社会である「官
民データ利活用社会」のモデルを世界に先駆けて構築する観点から「世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活
用推進基本計画」を閣議決定した。

さらに、我が国経済の再生に向け、円高・デフレから脱却し強い経済を取り戻すため成長戦略を実現すること等
を目的とする司令塔として、平成24年12月に日本経済再生本部を設置した。その下で平成28年9月から未来投
資会議を開催し、成長戦略の策定に向けた具体的な議論を行っている。平成29年6月に「未来投資戦略　2017」
が閣議決定され、その中で特に、データ利活用基盤の構築・制度整備、マイナンバーカードの利活用推進、第5世
代移動通信システム（5G）の実現・活用等、我が国の更なる成長に向けて取り組むべきICT政策の方向性が示さ
れている。

2 	総務省のICT総合戦略の推進

1 	2020年に向けた社会全体のICT化推進
「2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会」（以下、「2020年東京大会」）は、我が国全体の祭典であ

るとともに、優れたICTを世界に発信する絶好のチャンスとして期待されている。総務省では、2020年東京大会
後の持続的成長も見据えて「2020年に向けた社会全体のICT化推進に関する懇談会＊1」においてアクションプラ
ン（図表7-1-2-1）の策定及びその実行に向けた検討を行っている。本アクションプランでは、無料公衆無線
LAN環境の整備、「言葉の壁」をなくす多言語音声翻訳システムの高度化、日本の魅力を海外に発信する放送コン
テンツの海外展開、4K・8Kやデジタルサイネージの推進、第5世代移動通信システムの実現、オープンデータ等
の利活用、サイバーセキュリティ対策といった個別分野については、具体的に「いつまでに、誰が、何を行うの
か」という目標、取組内容、スケジュールを明確化するとともに、これらの分野に横串をさす「都市サービスの高
度化」、「高度映像配信」については利便性の向上を実感できるサービスを示すこととしている。

＊1	 2020年に向けた社会全体のICT化推進に関する懇談会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/2020_ict_kondankai/index.html
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図表7-1-2-1 2020年に向けた社会全体のICT化　アクションプラン　概要

宿競技場

【各分野横断的なアクションプラン】
Ⅰ．都市サービスの高度化

－スマートフォンや交通系ICカード等を活用。街中や公共施設のサイネージ、商業施設や宿泊施設等において、
訪日外国人、高齢者、障がい者をはじめ、誰もが、属性（言語等）や位置に応じた最適な情報やサービスを入手。

Ⅱ．高度な映像配信サービス
－映画館、美術館・博物館、競技場などの公共空間のデジタルサイネージ等大画面に対し、臨場感ある4K・8Kの

映像配信を実現。

言葉の壁をなくす 情報の壁をなくす 日本の魅力を発信する
デジタルサイネージの機能拡大

災害時の情報一斉配信、属性に
応じた情報提供実現。
このため、DSC※1中心に共通仕様策定、
サイネージの機能を共通化。

移動の壁をなくす
オープンデータの利活用推進

公共交通の運行情報等がリアルタイムに
把握可能に。
公共交通オープンデータ協議会を
中心に観光地等における社会実証。

高度なICT利活用

世界最高水準のICTインフラ

多言語音声翻訳対応の拡充
グローバルコミュニケーション開発推進
協議会中心に翻訳技術の社会実装化。
対応する言語や分野の拡充（医療、
ショッピング、観光等分野）。

選手村駅

街 病院
観光地空港

店舗

放送コンテンツの海外展開
日本の魅力を紹介する放送コンテン
ツを制作・海外発信等する取組を推
進。

2020年度までに放送コンテンツ関連海外
売上高を500億円に増加2017年までに10言語での翻訳対応拡充 2019年までに相互接続を可能とする

システムの実現
2018年度末までに

公共交通オープンデータセンターを本格稼働

利用のストレスをなくす
第5世代移動通信システムの実現

第5世代モバイル推進フォーラムを中心に
主要国・地域との国際連携を強化。
2017年度から5Gの社会実装を念頭に
総合的な実証試験を実施。

2020年に世界に先駆けて5Gを実現

※1 DSC：一般社団法人 デジタルサイネージコンソーシアム

※2 A-PAB：一般社団法人放送サービス高度化推進協会

臨場感の向上、感動の共有
4K・8Kの推進

NHKやA-PAB※2により4K・8Kの
実用放送開始等に向けた試験
放送を実施。

2018年に4K・8Kの実用放送開始

2016年度より実施地域での先行着手。2020年までに社会実装を実現。

2016年度より実施地域での先行着手。2020年までに全国の各地域へ展開。

利用の不安をなくす

2016年度からサイバー防御演習及び
情報共有体制の拡充・強化

サイバーセキュリティの強化
実践的なサイバー防御演習を通じた
サイバーセキュリティ人材の育成
ICT-ISACを通じたICT分野全体に
わたる情報共有の促進

無料公衆無線LAN環境の整備促進
無料公衆無線LAN整備促進協議会
中心に、利用手続の簡素化等に着手。
防災拠点、被災場所として想定される
公的拠点の整備を推進。

接続の壁をなくす

2019年度までに、約3万箇所の整備を目指し、
防災拠点等での整備を推進

この分野横断的なアクションプランの1つである、「都市サービスの高度化」では交通系ICカードやスマート
フォンとクラウド基盤等を連携し、言語等をはじめとした個人の属性に応じた最適な情報・サービスの提供や、平
成27年度に策定したガイドラインに基づくデジタルサイネージによる災害情報等の一斉配信などにより、増加す
る訪日外国人をはじめ、誰もが一人歩きできる快適な環境を構築することを目指している。平成28年度「IoTお
もてなしクラウド事業」では、千葉・幕張・成田地区、港区地区及び渋谷地区の3地区において、訪日外国人が共
通クラウド基盤に登録するパスポート情報や自国語情報等の属性情報と、交通系ICカードやスマートフォン等と
の紐付けを行い、ホテルでのスムーズなチェックインや自国語による経路案内といった個人に最適な情報・サービ
スの提供に向けた実証を行った。

2 	IoT/ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策
「IoT／ビッグデータ時代」が到来し、多種多量に収集されるデータの利活用が新しい価値を創造する。その成

否が、我が国にとって決定的に重要という問題意識のもと、総務省は、平成27年9月、「IoT/ビッグデータ時代
に向けた新たな情報通信政策の在り方」について情報通信審議会に諮問を行った。同審議会の情報通信政策部会及
びIoT政策委員会（主査：村井純　慶應義塾大学教授）＊2における調査・審議を経て、平成27年12月に第一次、
平成28年7月に第二次、平成29年1月に第三次中間答申＊3が取りまとめられた。

第三次中間答申においては、IoT政策委員会の下に設置した基本戦略、人材育成、2つのワーキンググループの
報告に基づき、データ主導社会を実現する具体的施策を、施策目標、検討・実施の主体、スケジュール等を明確化
した上で階層（レイヤー）ごとに整理した「IoT総合戦略」等の取りまとめを行った（図表7-1-2-2）。なお、今
後の課題として、特に①人材育成策の具体化、②データ取引市場等のあり方検討、③ブロックチェーンの非金融分
野への活用を挙げており、新たな検討の場も設け、引き続き検討を行っている。

＊2	 IoT政策委員会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/iot/index.html
＊3	 第三次中間答申：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin01_02000216.html
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図表7-1-2-2 IoT総合戦略　具体的施策の全体像

■データ利活用の促進等に必要な
　ルールの明確化等
■データ取引市場に関わるルール整備
■分野横断的なデータ連携環境の
　整備

■認証連携基盤の構築
■パーソナルデータの活用と個人の情
　報コントローラビリティの確保
　（privacy by design)
■システミックリスクへの対応
　(security by design)

■SDN/NFVの実装化
■5Gの実現
■ICT人材の育成

■安心安全な自律型モビリティシステム
■多様なIoT端末の効率的な管理運用
■次世代AI技術の研究開発及び社会
　実装に向けた取組の推進

レイヤー別施策

サービス
（データ流通）層

ネットワーク層

プラットフォーム層

端末層

レイヤー縦断（垂直）型施策

■地域におけるIoTの普及促進
■AIネットワーク化の推進
■国際的な政策対話と国際標準化の推進

IoT/ビッグデータ/AI等の発展による世界的な産業構造の変革にあたって、産学官が参画・連携し、IoT推進
に関する技術の開発・実証や新たなビジネスモデルの創出推進するための体制を構築することを目的として平成
27年10月に「IoT推進コンソーシアム」が設立された（図表7-1-2-3）。
図表7-1-2-3 IoT推進コンソーシアム

ネットワｰク等のIoT関連技術
の開発・実証、標準化等

IoTセキュリティ WG

IoT機器のネット接続に
関するガイドラインの検討等

先進的モデル事業推進WG
（IoT推進ラボ）

先進的なモデル事業の創出、
規制改革等の環境整備

総　会

運営委員会　（15名）

■ 会長
■ 副会長

総務省、経済産業省　等

協力 協力

村井　純 慶應義塾大学 環境情報学部長兼教授
鵜浦　博夫 日本電信電話株式会社 代表取締役社長
中西　宏明 株式会社日立製作所 取締役会長兼代表執行役

会長

副会長

運営委員会メンバー 委員長 村井　純 慶應義塾大学 環境情報学部長兼教授

データ流通促進WG

大久保　秀之 三菱電機株式会社　代表執行役 須藤　修 東京大学大学院　教授
越塚　登 東京大学大学院　教授 堂元　光 日本放送協会　副会長
小柴　満信 JSR株式会社　社長 徳田　英幸 慶應義塾大学大学院　教授
齊藤　裕 株式会社日立製作所　副社長 野原　佐和子 イプシ・マーケティング研究所　社長
坂内　正夫 情報通信研究機構　理事長 程　近智 アクセンチュア株式会社　会長
志賀　俊之 産業革新機構　会長（CEO） 林　いづみ 弁護士
篠原　弘道 日本電信電話株式会社　副社長 松尾　豊 東京大学　准教授

データ流通のニーズの高い
分野の課題検討等

技術開発WG
（スマートIoT推進フォーラム）

※第2回総会時
（H28.10.4）

■IoT ／ビッグデータ／人工知能時代に対応し、企業・業種の枠を超えて産学官で利活用を促進するため、総務省及び経済産業省の
共同の呼びかけのもと、民主導の組織として「IoT推進コンソーシアム」を設立。（平成27年10月23日（金）に設立総会を開催。）

■技術開発、利活用、政策課題の解決に向けた提言等を実施。（会員法人数2,957社（平成29年5月12日現在））

本コンソーシアムでは、産学官が参画・連携し、具体的には①IoTに関する技術開発・実証及び標準化等の推
進、②IoTに関する各種プロジェクトの創出及び当該プロジェクトの実施に必要となる規制改革に関する提言のと
りまとめ等に取り組むこととしている。平成28年度には米国やインド、欧州のIoT推進団体とそれぞれIoTの推
進に関する覚書を締結するなど国際展開の取組も進めている。
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3 	IoT/データ利活用の推進
ア　IoT利活用の推進
（ア）IoTサービス創出支援事業（身近なIoTプロジェクト）

総務省は、前述の情報通信審議会の「IoT／ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方について」
中間答申（第一次～第三次）に基づき、IoTサービスの地域実証に基づくルール整備等を通じたデータ利活用の促
進に取り組んでいる。

具体的には、地方公共団体、大学、ユーザー企業等から成る地域の主体が、家庭、食など生活に身近な分野にお
ける先導的なIoTサービスの実証事業に取り組み、克服すべき課題を特定し、その解決に資するリファレンス（参
照）モデルを構築するとともに、データ利活用の促進等に必要なルールの明確化等を行っている。平成28年度は、
平成27年度補正予算を活用し、全国各地で8件の実証事業を実施した。平成29年度には、平成28年度第2次補
正予算を活用した17件の実証事業行うほか、平成29年度当初予算を活用した実証事業を実施する予定である＊4。
（イ）IoTテストベッド事業等への支援

国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）は、IoTの実現に資する新たな電気通信技術の開発・実証のため
の設備（テストベッド）の整備及び膨大なデータの流通に対して重要となる施設（データセンター）の地域分散化
を促進することを目的として、IoTテストベッド及び地域データセンターの整備に必要な資金の一部を助成する取
組を行っている。
（ウ）地域IoT実装推進タスクフォース

総務省では、IoT等の本格的な実用化の時代を迎え、これまでの実証等の成果を日本全国の地域の隅々に波及さ
せるため、平成28年9月から「地域IoT実装推進タスクフォース」を開催しており、同年12月に、「地域IoT実
装推進ロードマップ」及び「ロードマップの実現に向けた第一次提言」＊5が、さらに、平成29年5月に、「地域
IoT実装推進ロードマップ（改定）」及び「ロードマップの実現に向けた第二次提言」＊6が取りまとめられた。ロー
ドマップの実現に向けて、地域IoT実装推進事業をはじめとするロードマップに記載された取組の着実な実施と併
せて、自治体、民間企業等が様々な形で連携する「総合的推進体制」の確立、地域の状況や取組の発展段階に応じ
て選択可能な「地域IoT実装総合支援パッケージ（仮称）」の創設の検討などの取組を進めている。
（エ）IoTネットワーク運用人材育成事業

IoT/ビッグデータ時代のネットワークは、センサー等のネットワークに接続される機器の爆発的な増加や流通
するデータの多様化により、トラフィックの急激な変動等が生じることが予想される。このため、SDN/NFV等
のソフトウェア技術を用いて、通信経路の迂回や容量拡大等の制御を行う必要があり、この技術を活用してネット
ワークを運用・管理する人材が必要とされている。総務省は、そのような人材を育成する環境基盤を整備し、基盤
の構築・運用を通して人材育成を図り、求められるスキルの明確化やその認定の在り方を検討するため、平成29
年度から「IoTネットワーク運用人材育成事業」を実施している（図表7-1-2-4）。

＊4	 身近なIoTプロジェクト：http://www.midika-iot.jp/
＊5	 「地域IoT実装推進ロードマップ」及び「ロードマップの実現に向けた第一次提言」：http://www.soumu.go.jp/menu_news/

s-news/01ryutsu06_02000129.html
＊6	 「地域IoT実装推進ロードマップ（改定）」及び「ロードマップの実現に向けた第二次提言」：http://www.soumu.go.jp/menu_news/

s-news/01ryutsu06_02000142.html
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図表7-1-2-4 IoTネットワーク運用人材育成事業

スイッチ
管理装置

ルータ
管理装置

オーダー

・・・
サーバ
管理装置

アプリケーション層
（ポリシ、セキュリティ等）
アプリケーション層
（ポリシ、セキュリティ等）

制御層
（トポロジ、ルーティング）
制御層
（トポロジ、ルーティング）

データ伝送層
（パケットフォワーディング）
データ伝送層
（パケットフォワーディング）

IoTシステム

API

オーダー

コントローラ

アプリケーション

ソフトスイッチ
など

通信機器

これまで 必要な人材

各機能に対応した専用のハードウェアを
個々のオペレータが操作する必要。

各機能を実現する汎用のハードウェアを
ソフトウェアで統一的・柔軟に操作可能。

イ　オープンデータ流通環境の整備
政府、独立行政法人、地方自治体等が保有する公共データについては、国民共有の財産であることから、新たな

価値を生み出す上で、国民や企業等が利活用しやすいように機械判読に適した形式で、二次利用可能なルールの下
で公開されていくこと（オープンデータ）が求められており、新事業の創出、公共サービスの向上や行政の透明性
の確保等が期待されている 。

総務省では、平成24年度より、公共交通、地盤、公共施設等の様々な分野におけるオープンデータ利活用の実
証実験を通じ、情報流通連携基盤共通API の確立、オープンデータの公開側・利活用側のためのガイド等の策定・
改定（オープンデータのための標準化の推進）といった取組を進めてきた。

平成28年度には、各地方自治体における道路通行規制データや営業許可関連データ等のフォーマット・APIの
共通化・デファクト化を促進するための取組、地方自治体が保有する街の魅力向上につながるデータを主要な不動
産情報サイトに掲載することで民間サービスの付加価値向上と自治体のシティープロモーションを同時に実現する
ことを目指す「官民双方にメリットのあるオープンデータ利活用モデル」の構築、訪日を検討している外国人旅行
者を対象に、各地方自治体等のオープンデータを活用したきめ細かな観光情報の提供や個人の趣向に応じた周遊計
画の作成支援等を行う実証等に取り組んできた。（図表7-1-2-5）

総務省では、こうした取組を、一般社団法人オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推進機構（VLED）＊7、公共
交通オープンデータ協議会＊8等の関係団体や関係府省等と緊密に連携しながら行ってきている。

＊7	 一般社団法人オープン＆ビッグデータ活用・地方創生推進機構：http://www.vled.or.jp/
＊8	 公共交通オープンデータ協議会：http://www.odpt.org/
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図表7-1-2-5 具体的なオープンデータ利活用モデルの構築

●

データ形式等の共通化・デファクト化の促進

〔先進自治体の横連携支援〕

道路通行規制データ

紐付け 《災害規制情報》

《工事規制情報》

《道路占有情報》 等

（APIを共通化し、リアルタイムで反映）

カーナビの精度向上
観光分野への応用

静岡市→全国の政令指定都市 等

営業許可関連データ

飲食店サイト等に実装自治体保有の飲食店データの
フォーマットを共通化・デファクト化

福井県、静岡市→全国の都道府県 等

飲食店サイト

●

オープンデータを活用した
シティープロモーション

〔官民双方にメリットのあるモデルの構築〕

SUUMO
トップページ

　（一部の先進自治体がオープン化に取り組んで
いる）道路交通規制データや営業許可関連データ
等について、他の複数の自治体との間でデータ
フォーマットやAPIの共通化を図り、デファクト
化を促進。

（→ オープンデータ化を促す環境を整備）

　地域の医療・福祉施設、保育・教育施設に
関する情報など、地方自治体が保有する街の
魅力向上に関するデータを不動産情報サイト
に掲載することにより、当該自治体への移住
促進、訪問者の増加に寄与。

（→ 自治体、サイト運営企業の双方にメリット）

ウ　AIネットワーク化の推進
人工知能（AI）は、インターネット等を介して他のAI、情報システム等と連携し、ネットワーク化されること

（AIネットワーク化）により、その便益及びリスクの双方が飛躍的に増大するとともに、空間を越えて広く波及す
ることが見込まれている。

総務省は、平成28年10月に「AIネットワーク社会推進会議＊9」を立ち上げ、国際的な議論のためのAI開発ガイ
ドライン案の策定に向けた検討を進めるとともに、様々な分野におけるAIの利活用の場面を想定して、AIネット
ワーク化が社会・経済にもたらすインパクト（主に良い影響や便益）やリスクの評価に関する検討を進めている。

また、今後のG7やOECD等におけるAI開発ガイドラインの策定に向けた国際的な議論に資することを目的と
して、国内外のトップレベルの有識者の参加を得て、平成29年3月に「AIネットワーク社会推進フォーラム＊10」

（国際シンポジウム）を開催した。推進会議は、フォーラムでの議論等を踏まえ、同年6月に「報告書2017（案）」
を取りまとめ、広く意見募集を行った。

報告書（案）においては、国際的な議論のためのAI開発ガイドライン案のほか、AIシステムの具体的な利活用
の場面（ユースケース）を想定したインパクト及びリスクに関する評価（シナリオ分析）が記載されている＊11。

（図表7-1-2-6）
シナリオ分析からは、様々なAIシステム相互間の連携が可能となることによりAIシステム相互間の連携前にお

けるインパクトに加えて特に連携に係るAIシステムを利活用する業務全体を通じたリアルタイムでの最適化など
更に大きなインパクトがもたらされること、雇用が減少することが見込まれる業務もあるものの、付加価値の高い
業務への配置転換や新たな雇用の創出の可能性も見込まれること、各ユースケースにおいて共通して想定されるリ
スクが見受けられることからそれらのリスクへの対処が重要であること等の示唆を得ることができたとされてい
る。

今後シナリオ分析を継続して行い、その成果を国際的に共有するとともに、AI開発ガイドラインの策定その他
AIネットワーク化をめぐる諸課題の検討に役立てていく予定である。

＊9	 AIネットワーク社会推進会議：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/ai_network/index.html
＊10	 AIネットワーク社会推進フォーラム：http://channel.nikkei.co.jp/businessn/17031314ai/#top
＊11	国際的な議論のためのAI開発ガイドライン案の検討に向けた先行的評価として、10のユースケース（災害対応、移動（車両）、健康、教

育・人材育成、小売・物流、製造・保守、農業、金融（融資）、公共・インフラ、生活）について評価を行ったほか、AIシステムを利活用す
る分野ごとの分野別評価として、評価を行う予定である12分野のうち3分野のユースケース（公共：まちづくり、個人：健康、産業：モノ）
について評価を行った（図表7-1-2-6は災害対応の例）。
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図表7-1-2-6 災害対応に関するユースケース
〈インパクト評価〉 〈リスク評価〉

シナリオ上想定される利活用（例） シナリオ上想定されるインパクト（例） シナリオ上想定されるリスク（例） リスク評価（例）

【
Ａ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
相
互

間
の
連
携
前
の
段
階
】

被災者（要救助者）からの救助要請 ・要救助者の早期発見、早期救助につなが
る。

・誤った推定・判断により、本来必要とさ
れる救助が要請されないおそれがある。

生命身体に危害が及ぶ
リスクの評価

ドローンによる被災者の探索 ・人間では探索が困難な被災者の発見、救
助が可能となる。

・通信の遅延や情報通信ネットワークの遮
断、ハッキング等により機能不全に陥っ
たりするおそれがある。

情報通信ネットワーク
のオペレーション評価

避難所生活に関する助言や健康状態の推定
・被災者の不安を取り除き、復旧に対する
意欲をかきたて、健康維持管理や病気の
予防や感染症の拡大防止に役立つ。

・被災者に関する重要な情報がインプット
されていなかったこと等により、被災者
に誤ったアドバイスを行い被災者の健康
状態を害するおそれがある。

生命身体を害する影響
等の評価

シナリオ上想定される利活用（例） シナリオ上想定されるインパクト（例） シナリオ上想定されるリスク（例） リスク評価（例）

【
Ａ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
相
互

間
の
連
携
後
の
段
階
】

被要救助者の状況や被災状況等に応じた救
助や支援業務全体のリアルタイムでの最適
化に向けた提案又はその実施

・時々刻々と変化する状況に即応して救助
や支援業務全体の最適化を図ることが可
能となる。

・AIシステムを利活用しない者が救助や支
援の対象から外され、又は不当に順番が
劣後されるおそれがある。

生命身体に危害が及ぶ
リスクの評価

救急搬送や物資運搬のための最適なルート
設定、車両等の運用全体のリアルタイムで
の最適化に向けた提案又はその実施

・被災状況や活用できるリソースに応じ、
車両等の運用全体の最適化を図ることが
可能となる。

・一部のAIシステムが個別最適を目指し
て過剰な要求を行った結果、全体の最適
化が実現しないおそれがある。

支援物資やリソースの
過不足に及ぼす影響の
評価

支援物資の分配全体のリアルタイムでの最
適化に向けた提案又はその実施

・避難所ごと、自治体ごとに支援物資の分
配・運搬全体の最適化を図ることが可能
となる。

・誤った情報（デマ等）が溢れる中、正し
い情報に基づく適切な判断、提案ができ
ないおそれがある。

誤って認識・推測する
確率の評価

リスク管理（例） リスク・コミュニケーション（例）
・AIシステムによる予測の精度の乖離を許容する範囲の設定
・判断又は決定をAIシステムに委ねる範囲及び条件の設定
・複数のAIシステム間の連携に関する仕組みの確立（インターフェース標準
化やプロトコルの変換等）

・災害時におけるステークホルダ間の平常時からの双方向的な対話・協働の
場の形成
・緊急時のコミュニケーション（クライシス・コミュニケーション）を平常
時のリスク・コミュニケーションとは区別して実施できる体制の整備

（注）想定される利活用のうち、主なものについて記載
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1　マイナンバーカードの意義
2016年1月から、マイナンバーカードの交付が開始された。同カードの券面には、氏名、住所、生年月
日、性別、マイナンバー（個人番号）と本人の顔写真等が表示されることから、マイナンバーカードは、公
的な本人確認書類として幅広く利用できる。また、マイナンバーの提示と本人確認が同時に必要な場面では、
これ1枚で済む唯一のカードである。
また、対面での本人確認だけではなく、マイナンバーカードに搭載されている公的個人認証サービスを活
用することにより、オンラインでの本人確認・本人認証を安全かつ確実に行うことができる。これにより、
マイナポータルへのログインのほか、e-Tax等の各種行政手続のオンライン申請、コンビニ等での住民票の
写し・印鑑登録証明書等の取得などの行政サービス、さらには、インターネットバンキングなどの民間サー
ビスにも利用場面が広がる可能性があるものである。
さらに、市区町村が提供する様々な行政サービス毎に発行しているそれぞれのカードの機能をマイナンバー
カードに集約し、一体化させた多機能なカードとしても利用することができる。

2　これまでの利活用推進に向けた検討状況
総務省では日常生活の様々な場面における官民のサービスの利便性向上のため、国、地方公共団体、民間
においてマイナンバーカードの利活用を推進していく取組を進めている。
（1）個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用推進の在り方に関する懇談会
マイナンバーカードに搭載されている公的個人認証サービスの利活用拡大に向け、有識者、地方公共団体、
経済界を構成員とする総務大臣主宰の「個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用促進の在り方に
関する懇談会＊1」を2015年から開催し検討を進めてきている（図表1）。

図表1 マイナンバーカードの利活用推進に関する検討体制

個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用推進の
在り方に関する懇談会（2015年9月～）
座長：須藤　修（東京大学大学院　教授）

1）個人番号カードの具体的な利活用方策、セキュリティに
配意した普及推進策など

2）地方公共団体における個人番号の具体的利活用方策、海
外在留者への行政サービスの提供の方法等

◆地域活性化への道筋を明らかにする
「マイキープラットフォームによる
地域活性化戦略案」の検討

◆電子調達、電子私書箱における権限
委任（属性認証）の仕組みの検討

◆公的個人認証サービスを活用した官
民ID連携の仕組みの検討

◆個人番号カードに格納される利用者
証明機能のスマートフォンへのダウ
ンロードの仕組みの検討

公的個人認証サービス等を活用したICT利活用WG
主査：大山　永昭（東京工業大学　教授）

個人番号カード等の利活用検討WG
主査：須藤　修（東京大学大学院　教授）

3）その他官民の幅広い分野における公的個人認証サービス
の利活用推進策、セキュリティ確保策

2）国の行政機関における公的個人認証サービスの利活用推
進策

1）下記における公的個人認証サービスの利活用推進策
①CATV等放送事業　②郵便事業　③通信事業

スマートフォンへの利用者証明
機能ダウンロード検討SWG

主査：手塚　悟
（慶應義塾大学大学院　特任教授）

マイキープラットフォームによる
地域経済活性化方策検討会

座長：太田　直樹（総務大臣補佐官）

制度検討SWG
主査：手塚　悟

（慶應義塾大学大学院　特任教授）

2016年6月の第4回会合においては、国民が具体的なメリットを実感できるマイナンバーカードの様々な
使い方の可能性を示すとともに、その実現に向け「いつまでに」「何をするのか」といった具体策を盛り込ん
だ「先行導入の実現に向けた当面の目標」を取りまとめ（図表2）、同年11月の第5回会合に進捗状況を報告
している。

マイナンバーカードの利活用推進
政策

フォーカス

＊1	 個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用推進の在り方に関する懇談会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/mynumber-
card/index.html
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図表2 先行導入の実現に向けた当面の目標

行政手続・サービス

子育て支援・電子私書箱ワンストップ

カードの利活用

行政手続等での利便性向上

商店街等の地域需要拡大・地域活性化

民間サービスにおける利活用拡大

スマートフォンでの利活用

テレビからの利活用

コンビニ・チケットレスサービス

各種サービスにおける本人確認

マイナンバーカードの券面への旧姓併記

利用者証明用電子証明書の国外転出後の継続利用
速やかに必要な準備を実施。

2019年中の実現を目指す。

保育所の利用手続の更なる発展

母子健康情報サービス
2016年度から、電子私書箱を活用したワンストップ化に向けた検討に着手。

引き続き、他自治体へ導入を拡大。

コンビニキオスク端末からの戸籍証明書の取得

コンビニ交付サービス基盤の活用

政府調達システム

電波利用申請・届出システムLite

2016年5月以降、準備の整った自治体から交付サービスを開始。

2017年度以降、地方公共団体の他のサービスでも活用。

2016年度にマイナンバーカードを用いた利用登録を可能とするシステムの検討。

2018年度末までにマイナポータルとの認証連携を実現。

マイキープラットフォームによる地域活性化
マイナンバーカードを活用した公共施設等の自治体サービスの利用促進。
自治体ポイント等の商店街等での利用を推進し、地域需要を拡大。

アクセス手段の提供

インターネットバンキング
2016年度以降、スマートフォンによる公的個人認証の実現に向けて検討。

2016年度にマイナンバーカードによる認証について検討。

コンビニ端末によるマイナンバーカードの読取り

マイナンバーカードによるチケットの予約・購入、入場
2016年度に検討着手。

2018年度からの実現を目指す。

電子私書箱サービス

生命保険業務の生存確認等
早ければ2016年度中にも導入を検討。

2～3年後の導入を目指す。

スマートテレビを活用した地域防災システム

ケーブルテレビを通じた地域サービス
2016年度に実証。

2017年中にワンストップサービス等の商用化を目指す。

（2）ワンストップ・カードプロジェクトアクションプログラム
また、主として行政分野におけるマイナンバーカード利活用に向けた取組を一層推進し、全国の市区町村
の参加を促すため、2016年9月に関係省庁とも連携し、「ワンストップ・カードプロジェクト」を立ち上
げて推進方策の検討を進め、同年12月にアクションプログラムを取りまとめた。このアクションプログラ
ムには、マイナポータルにおける子育てワンストップサービス、土日や時間外でも住民票の写し等が取得可
能なコンビニ交付、マイキープラットフォームの全国展開に向けた方策が盛り込まれている。

図表3 「コンビニ交付サービス」の普及拡大
○全国のコンビニエンスストア（約50,000）で住民票の写し等が取得可能なコンビニ交付サービスについて、
　マイナンバーカードの導入に伴い、更なる導入団体の普及拡大を図る。（※）

コンビニチェーン

●取得できる証明書
・住民票の写し
・印鑑登録証明書
・住民票記載事項証明書※

・各種税証明書※

・戸籍証明書※

・戸籍の附票の写し※

※対応しない市町村もあり。

マイナンバー
カード

証明書を交付

住　民 コンビニ等
（約50,000箇所）

導入のメリット
・住民の利便性向上
・窓口業務の負担軽減
・証明書交付事務コストの低減

早朝から夜（6：30～23：00）まで土日祝日も対応いつでも

全国の約50,000店舗で交付を受けられるどこでも

市町村
（約1,740箇所）

証明書発行サーバ

証明書情報を作成

証明書
交付センター

証明書裏面の
偽造防止情報
も付加

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 月 日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

年 月 日まで有効
性別女

□□市長

団体 対象人口
2017年4月3日時点 402 7,340万人
2017年度末見込み 444 7,844万人

コンビニ交付サービス対象人口

種別 2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

住民票

住記載

印鑑

税

戸籍

附票

合計

年度別コンビニ交付通数（2017年3月15日時点）

（※）コンビニ交付サービスの導入促進に関する総務大臣通
　　　知（平成28年9月16日）（抄）

「全国各地のコンビニで各種証明書が取得可能となるコンビ
ニ交付サービスのメリットを、多くの国民に実感していただ
くためには、全国の市区町村における導入を目指すことが必
要と考えておりますので、未導入団体におかれましては、導
入に向けた早期かつ積極的な検討をお願いします。」

1,325,545902,312742,137501,461

4,7532,9512,1031,241

39,48124,64320,51812,433

77,95446,25331,07512,478

566,757393,904326,237215,581

4,9392,2131,260228

631,661432,348360,944259,500
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3　マイナンバーカード利活用推進ロードマップ
2017年3月、上記を含めたマイナンバーカードの利便性を高める様々な取組をわかりやすく発信するた

め、「マイナンバーカード利活用推進ロードマップ＊2」を策定・公表した。このロードマップは、マイナン
バーカード利活用の内容を具体化し、検討スケジュールや実現時期が明確となるよう、各府省が連携して作
成したものであり、以下の方向性が示されている。
（1）マイナンバーカード・公的個人認証サービス等の利用範囲の拡大
ア　身分証等としての利用
民間企業における本人確認書類としての活用を促進するとともに、官民における職員証・社員証・入退館

証としての導入を推進。マイナンバーカード等への旧姓併記など券面記載事項の充実。
イ　行政サービスにおける利用
コンビニ交付や図書館利用など行政サービスでの利用とともに、マイキープラットフォームを活用した地

域経済応援ポイントの導入を推進。さらに、政府調達での利用や海外における公的個人認証機能の継続利用
に向け検討。
ウ　民間サービスにおける利用
インターネットバンキングへの認証手段、イベント会場等の入場チケット、医療分野（医療・健康情報へ

のアクセス認証手段、診察券としての利用、医療保険のオンライン資格確認等）など民間企業の提供する
サービスもマイナンバーカードで利用可能となるよう取組を推進。
（2）マイナポータルの利便性向上
マイナポータルで、マイナンバーカードを使って、情報提供等記録や自己情報の確認、ワンストップでの

子育て関連手続の申請・届出のほか、行政や民間企業からのお知らせの受け取りなど、官民のオンライン
サービスをワンストップで利用可能にする取組を推進。
（3）アクセス手段の多様化
各種の官民サービスに対し、パソコンのカードリーダーに接続して利用する方法だけでなく、スマート

フォンやテレビからもアクセス可能となるよう検討。

＊2	 http://www.soumu.go.jp/main_content/000477828.pdf
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